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サービス付き高齢者向け住宅登録の動向 2020.6.30 現在＊ 

Current Information on Registered Service-added Older Adults Housing  

as of June 30th, 2020 

 

本報告書は、サービス付き高齢者向け住宅登録情報システムに公開中のデータを対象としています。 

2017 年 8 月末日までのサービス付き高齢者向け住宅登録の動向は国交省情報提供サービス上で公開・

一時的非公開にかかわらず全データを対象としていました。2017 年 9 月末日以降はサービス付き高齢

者向け住宅登録情報システムに公開されているデータのみを対象に報告させていただきます。そのため、

これまでの報告してきた数値データとの差が見られますのでご了承ください。

１． 登録棟数 

2020 年 6月末日現在の登録棟数は 7,618棟であった。6月単独では 18棟が登録された（図 1）。都道

府県別登録棟数では、大阪（737棟）が 700棟を超えて登録棟数が最も多く前四半期 3 月末登録棟数か

ら、6 棟の増加がみられた。次に、北海道（495 棟；3月末比較増減無）、更に、埼玉（411棟；同 2棟

増）、兵庫（394 棟；同 3棟増）、東京（371棟；同増減無）、神奈川（342棟；同 3増）と続く。登録棟

数が最も少ないのは、佐賀県（22 棟：増減無）である（図 2）。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 都道府県別登録棟数 

図 1 月別登録棟数の動向 
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登録棟数のトップ 6 都道府県は「大阪、北海道、埼玉、兵庫、東京、神奈川」、住戸数のトップ 6 都

道府県は「大阪、北海道、東京、埼玉、兵庫、神奈川」である。 

 

２．事業者    

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 法人形態別登録棟数                図 4 法人形態別登録棟数（エリア別） 

 

登録事業者（サイト公開中）は、株式会社が半数を占める（62.4%：4,756 棟/全登録棟数 7,618 棟）。

医療法人（12.8%：963）、有限会社（9.6%：733）が続く。以上の 3法人形態の登録棟数で全体の 84.7%

を超す構成となっており、他の法人形態も含めた全体構成もこれまでのものと比較して大きな変化は見

られなかった（図 3）。 

 法人形態別登録棟数をエリア別に見ると（図 4）、 

①医療法人が中国・四国、九州・沖縄エリアはそれぞれ 21％と最も高い。 

②北陸・甲信越エリアは、社会福祉法人が 16％と全国平均よりも 7ポイント高い。 

③東北エリアは、特定非営利法人が 16％と全国平均よりも 13 ポイント占める割合が高い。 

 

３．住戸数 

 

   

 

 

 

 

 

          

図 5 月別登録住戸数 

 

2020年 3月末日現在の登録住戸数は 255,919戸であった。6月単独では 739戸が登録された（図

5）。都道府県別では、大阪（28,591 戸；3月末比較 285戸増）、北海道（20,468戸；同 122戸増）、



 

 サービス付き高齢者向け住宅運営事業者部会 

東京（15,341 戸；同 22戸増）、埼玉（15,184戸；同 106戸増）、兵庫（15,140戸；同 232戸増）、

神奈川（13,588戸；同 143戸増）、千葉（11,925 戸；同 95戸増）、愛知（10,324戸；同増減無）で、

上記 8都道府県の住戸数の合計は登録住戸数全体の 51.0%を占める。 

 

４．居室面積 

４－１ 居室床面積別家賃 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 居室床面積別家賃の分布（住戸数） 

 

図 6より最も住戸数が多い 18㎡以上 20㎡未満の居室床面積区分では、家賃は 1万円（58戸）～31.5

万円（9 戸）の幅で設定されていた。最も多いのは 5 万円（19.4％：29,283 戸/150,894 戸）である。20

㎡以上 22 ㎡未満では、1万円（41戸）～55.5万円（3戸）の設定がみられた。最も多いのは 5万円（14.9％：

4,861 戸/32,532 戸）である。 

22 ㎡以上 25㎡未満では、1万円（7戸）～60万（17戸）の設定となっていた。多いのは 5万円（10.6％：

1,583 戸／14,885戸）、6万円が（10.0％:1,485戸）である。 

25 ㎡以上 30㎡未満では、2.5万円（56戸）～40.5万円（2 戸）の設定がみられる。多いのは、6万円

（8.0％：2,604 戸/32,698戸）である。30 ㎡以上 40㎡未満は、2 万円（24 戸）～79 万（3 戸）の設定が

みられた。多いのは、8 万円（7.2％：957 戸） 、7 万円（6.5％：855 戸/13,222 戸）である。40 ㎡以上

50㎡未満は、2.0万円（7戸） ～95.5万（2戸）の設定がみられた。多いのは、10万円（5.9%：407 戸）、

8万円（5.5%：381戸／6,883戸）である。50㎡以上は、3.5 万円（12戸） ～201.5 万（1戸）の設定が

みられた。多いのは、11.5万円（3.5％：160戸/4,513戸）である。 
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４－２ 居室面積別住戸数 

住戸数が最も多い居室床面積区分は、18 ㎡ 

（41.2％、105,381 戸/255,919（住戸数/全住戸数）） 

であった。続いて、19㎡（17.8％、45,513戸） 

が多く、18㎡・19 ㎡で、全体の 59.0％を占める。 

20 ㎡（9.1%、23,199 戸）、25 ㎡（6.8%、17,384戸 

が続く（図 7）。住戸数が最も多い居室床面積区分 

は降順に、18㎡、19㎡、20㎡、25 ㎡と続く。 

 

 

 

５．設備 

住戸内設備状況では、トイレ（255,915戸、

但し 4戸のみ無）、洗面（255,693戸）もほぼ

100％整備されている。収納は 97.7％

（250,054 戸）に見られる。キッチンは 36.6%

（92,839 戸）、浴室は 20.8％（53,291 戸）に

設備されている。全設備があるのは 19.9％ 

（50,838 戸）となっている（図 8）。 

 

 

 

 

 

６．サービス 

状況把握・生活相談は、事業者自らによる

提供は全登録棟数の 86％(6,564 棟／全登録

棟数 7,618)・委託による提供は 11%(822棟)・

自らと委託の併用による提供は 3%(232 棟)

であった(図 9)。   

食事の提供状況は、自らが 52％(3,940

棟)・委託が 42%(3,226 棟)・併用が 2％(160

棟)となっており、96％が提供している。 

 

 

 

入浴等の介護は、自らが 44%(3,384 棟)・委託が 4％(268棟)・併用が 0.5％(41棟)であり、48％が提供

図７ 居室床面積別住戸数  

図 8 設備状況（住戸数）  

図 9 サービス提供状況（登録棟数）  
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している。調理等の家事は、自らが 47％(3,618 棟)・委託が 4％(328棟)・併用が 1％(100 棟)であり、53％

が提供している。健康の維持増進は、自らが 56％(4,303棟)・委託 4％(322 棟)・併用 2％(125棟)、62％

が提供している。その他（送迎、散歩・レクレーション・娯楽の介添え等のサービス）は、自らが 48％

(3,693 棟)・委託 4％(278棟)・併用 1％(66 棟)で、53％が提供していた。    

特定施設入居者生活介護事業者の指定を受けている住宅は 7%(569棟/全登録棟数 7,618 棟)であった。 

 

６－１ 事業者法人形態別サービス提供の状況 

 
図 10 事業者法人形態別サービス提供状況（登録棟数） 

 

 状況把握・生活相談は、自ら提供しているのは、株式会社では 84%(3,975 棟/4,756棟)、医療法人は 95％ 

(918 棟/963 棟)、有限会社は 93％(679 棟/733棟)、社会福祉法人は 97％(631棟/653棟)であった。特定非

営利法人・個人事業者では、それぞれ自らが 70％(153棟/220 棟)・33％(29 棟/89棟)、委託が 26％(58 棟

/220 棟)・65％(58 棟/89棟)となっている(図 10)。 

食事は、自ら・委託・自らと委託の併用を合わせて提供しているのは、株式会社が 97％(4,612棟)・医

療法人が 97％(933 棟)・有限会社が 95％(694 棟)・社会福祉が 96％(627 棟)・特定非営利が 99％(217 棟)

と提供率は高い。個人事業者では、57%(51 棟)となり、他法人形態の提供率と比較して低い状況である。

入浴等の介護は、自ら・委託・自らと委託の併用を合わせて提供しているのは、株式会社が 49%(2,350

棟)・医療法人が 52％(505棟)・有限会社が 51％(371棟)・社会福祉が 43％(283棟)となっている。特定非

営利・個人は、それぞれ 31％(69棟)・25%(22棟)と下がる。調理等の家事でも、株式会社 54%(2,554)・

医療法人 57％(551 棟)・有限会社 53％(392 棟)・社会福祉 50％(327 棟)は約半数が提供している。特定

非営利・個人は、それぞれ 37％(82 棟)・30%(27 棟)と提供率は下がる。健康の維持増進は、株式会社

63%(2,979 棟)・医療法人 69％(660 棟)・有限会社 63％(461棟)・社会福祉 60％(393棟) 、約 6割が提供、

特定非営利 41％(90 棟)・個人事業者 37%(33棟)、約 4割が提供している状況である。 

 その他では、株式会社 56％(2,686 棟)・医療法人 49％(468棟)・有限会社 44％(325棟)・社会福祉 45％

(295 棟)は約 5割の提供率、特定非営利は 65％(144棟）、個人は 33%(29棟)の提供である。 
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７．費用  

７－１ サービス費用 

 状況提供・生活相談 

の費用設定は、1万円 

以上 2万円未満（~2 万 

円と表記、以下同様。） 

が 31％(2,246棟/該当棟 

数 7,155 棟)・~3万円が 

22％(1,566 棟)、~1 万円 

が 16%(1,125 棟)、~4 万 

円が 15%(1,078棟)、0円 

が 11％(776棟)という 

状況であった(図 11)。 

食事の提供では、~5 万 

円の設定が 60%(4,386 

棟/7,326 棟)と最も多か 

った。~4万円 18％ 

(1,337 棟)、~6 万円 

17%(1,273 棟)が続く。  

                   図 11 サービス費用の設定状況（該当棟数：提供なし・介護保険適用ありの棟数除く） 

入浴等の介護、調理等の介護、健康の維持増進、その他では、0円と～1万円の設定が多い。入浴等の

介護では 0円が、46％(1,285 棟／該当棟数 2,791 棟)、~1 万円 30％（849棟)、調理等の家事では、0 円

が、42％（1,335棟／該当棟数 3,197 棟）、～1万円 44％（1,412棟）、健康の維持増進では 0円が、61％

(2,410 棟／該当棟数 3,927棟)、～1 万円 31％(1,208 棟)、その他では 0円が 47％（1,606棟／該当棟数 3,447

棟）~1 万円 42%(1,439 棟)となっていた。 

                                

７－２ 共益費  

 共益費は、～2万円 32%(2,425棟 /登録棟

数 7,618 棟) 、~3 万円 30%(2,292 棟)の設定

が多い。0円 1%(83 棟)を除く 99%(7,535 棟)

が設定している(図 12)。登録棟数が多かった

大阪では、~2 万円 35%(259 棟/登録棟数 737

棟）・~3 万 35%(256棟)の設定が多く、北海

道では、~3万円 32%(163棟/登録棟数 495棟）

の設定、埼玉では~2万円 36%(148棟/登録棟

数 411棟)の設定が多い。 

７－３ 敷金                         

（未満・棟数） 

図 12 共益費の設定状況（登録棟数） 
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 敷金は、~20 万円 37%(2,822棟／全登録棟数 7,618 棟)・~30 万円 13%(1,015棟)・~10 万円 13%(971

棟)の設定が多い。0 円という設定も 26％(2,009 棟)みられた(図 13)。 

家賃の 2ヶ月分 32％(2,423 棟)・3ヶ月分 26%(1,986 棟)の設定が多い(図 14)。  

 

図 13 敷金の設定金額（登録棟数）      図 14 敷金の設定状況(家賃×月数)（登録棟数） 

 

７－４ 前払い金 

 前払い金を設定しているのは 2% (176棟/登録棟数 7,618棟)であった(図 15)。 

設定金額としては、~3000 万円 28%（49棟／設定あり 176棟)、~500 万円、28％(49棟)が多く、~1000

万円 14%（24 棟）、~100万円 12%（21棟）が続く (図 16)。 

 

図 15 前払い金の設定（登録棟数）           図 16 前払い金の設定状況（前払い金設定棟数） 

                                    (以上) 

 

＊元データ：サービス付き高齢者向け住宅情報提供システム（2020年 6月末時点） 

＊＊本報告書をご利用の際は出典をお書き下さい。 
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